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１．はじめに　
　－再び、ドラッカーから－
　「間違った問題に対する正しい答えほど、実りが
無いだけではなく、害を与えるものは無い」という
のは、あのＰ．Ｆ．ドラッカーが「マネジメント」
の中で述べている有名な言葉である。確かに、もし
前提となる問題が間違っていたならば、その解き方

が正しければ正しいほど、答えは間違ったものにな
る。
　少しばかり抽象的で分かり難いところがあるので、
具体的な事例に落とせば、「売り上げ減少が起こっ
た」として、「では、あなたの会社は一体何を売って
いるのか？！」という問いかけがなされた場合であ
る。より具体的に言えば、例えば、もしソフトバン
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クという会社が、自分は「ソフトウエアを売る会社
だ」とだけ思っていたとしたならば、今のソフトバ
ンクは存在しない。
　これに関し、今の若者に「ソフトバンクって、何
の会社？！」と尋ねれば、ほぼ例外なく「携帯電話
の会社でしょう？！」という答えが返ってくるであ
ろうが、多少の齢をかさねた方々であれば、ソフト
バンクという会社が実際に、その名の示す如く、ソ
フトウエアのパッケージ商品を売っていたことを
知っているはずである。事実、「ソフトバンク」とい
う会社名それ自体が、ソフトウエアを売る会社であ
ろうことを示している。けれども、当のソフトバン
クは、自分自身を「単なるソフトウエア販売業者」
であるとは思っていなかった。
　もしソフトバンクが、自分自身を「単なるソフト
ウエア販売業者」であると思っていたとしたら、パッ
ケージソフトウエアの売り上げが低迷したときには、
ソフトウエアの営業強化キャンペーンを大々的に
うったであろうし、あるいはソフトウエアの安売り
競争に走っていたかもしれない。けれどもソフトバ
ンクは、そうはしなかった。それは、この会社の経
営ポ理念が「情報革命で人々を幸せに」というもの
であり、そのビジョン（将来構想）は「「世界の人々
から最も必要とされる企業グループ」を目指して」
というものだったからである１。
　この会社の経営ポリシーが「情報革命で人々を幸
せに」というものである以上、何もソフトウエアに
拘る必要はない。「情報革命で人々を幸せに」できる
ものは、何も「世の中に役立つ有用なソフトウエア」
だけではない。むしろ、「世の中に役立つ有用なソ
フトウエア」というのは、「情報革命で人々を幸せに」
するための一つの手段（ないしは道具）に過ぎない。
　実際、ソフトバンクは、いわゆる“祖業”であ
るはずのソフトウエア販売をいとも簡単に捨て去
り、長距離電話の電話会社を自在に選ぶシステムか
ら、携帯電話の会社へと変遷していく。このあたり
が、いつまでも“祖業”に拘り続けるカネボウを初
めとする多くの日本企業あたりと大きく違うところ
である。
　けれとも、ソフトバンクが自らを「ソフトウエア
販売事業者」と位置付け、ソフトウエアの販売量が
頭打ちになってきたときに、「ソフトウエア販売事

業者として、このソフトウエアの販売量の不振に対
して、どう対処するのか？！」と考え始めていたと
したら、それはまさに、冒頭のドラッカー氏の「間
違った問題に対する正しい答えほど、実りが無いだ
けではなく、害を与えるものは無い」ということに
なる。
　繰り返しになるが、もしソフトバンクが自らを

「ソフトウエア販売事業者」と位置付けて考えてい
たのであれば、ソフトウエアの営業強化キャンペー
ンを大々的にうったであろうし、あるいはソフトウ
エアの安売り競争に走っていたかもしれない。それ
は、「ソフトウエア販売事業者として、このソフト
ウエアの販売量の不振に対して、どう対処するの
か？！」という問題に対する「正しい答え」の一つ
だからである。
　けれども、これまた繰り返しになるが、「間違っ
た問題に対する正しい答えほど、実りが無いだけで
はなく、害を与えるものは無い」。したがって、も
しソフトバンクが自らを「ソフトウエア販売事業者」
と位置付けて考えていたのであれば、ほぼ絶対的に、
今のソフトバンクは存在しないことになる。今のソ
フトバンクがあるのは、「間違った問題」に対する対
処をしなかったからであり、言い換えれば、「正し
い問題」に対する対処を適切にしたからである。
　ソフトウエアの販売量の不振に対して、経営理念
が「情報革命で人々を幸せに」という会社であれば、
いったい何を考えるのか。しかもそのビジョン（将
来構想）は「「世界の人々から最も必要とされる企業
グループ」を目指して」というものである。こういっ
た会社であれば、祖業は祖業として、情報革命で
人々を幸せにできるソフトウエア以外のものを考え
ることができる。
　とはいえ、「間違った問題に対する正しい答えほど、
実りが無いだけではなく、害を与えるものは無い」
という現象は、実は、皆さんの周りで、そこかしこ
に見られるのではないだろうか。

２．再び、大塚家具の事例
　上記の「はじめに」を読んだだけで、賢明なる特
許ニュースの読者の皆さんであればこそ、もう、企
業知財部であろうと特許事務所であろうと、要は、

「「出願権利化」（ありていに言ってしまえば、「特許


